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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第146期

第２四半期連結
累計期間

第147期
第２四半期連結
累計期間

第146期
第２四半期連結
会計期間

第147期
第２四半期連結
会計期間

第146期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 103,781 120,424 54,346 60,939 222,401

経常利益（百万円） 8,893 13,596 5,677 7,019 22,602

四半期（当期）純利益（百万円） 4,302 7,320 2,978 4,035 11,830

純資産額（百万円） － － 170,870 182,970 181,036

総資産額（百万円） － － 251,212 267,731 270,373

１株当たり純資産額（円） － － 576.49 613.64 607.24

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
16.20 27.57 11.22 15.20 44.56

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 60.9 60.9 59.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
7,851 4,933 － － 19,582

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,178 △9,957 － － △7,673

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,079 △2,540 － － △3,220

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 35,494 33,054 40,548

従業員数（人） － － 7,695 7,898 7,729

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないた

め、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。又、主要な関係会社の異動については、「第１　企業の概況　３　関係会社の状況」に記載して

おります。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。　

名称 住所
資本金又
は出資金

主要な事業
の内容

議決権に
対する提
出会社の
所有割合
（％）

関係内容

営業上の
取引

役員の兼任
設備の
賃貸借

当社
役員
（人）

当社
職員
（人）

（持分法適用関連

会社）　

FREEWORLD

COATINGS LTD.

JOHANNESBURG,

SOUTH AFRICA　

千R

2,038

塗料の製造

販売の持株

会社

27.6なし － － なし

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 7,898  

　（注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員を含んでおりません。

２．臨時従業員の総数は従業員の10％未満であるため記載を省略しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,790[203]

　（注）従業員数は就業人員（使用人兼務役員を除く）であり、臨時従業員は［　］内に当第２四半期会計期間の平均人員

を外数で記載しております。　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間におけるセグメントごとの生産実績は次のとおりであります。　

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

日本 21,715 －

インド 7,233 －

アジア 7,411 －

欧州 1,868 －

　報告セグメント計 38,230 －

その他 － －

合計 38,230 －

　（注）１．セグメント間取引については相殺消去しておりません。

２．金額は、製造原価によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは、見込生産によっておりますので、特に記載すべき事項はありません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間におけるセグメントごとの販売実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

日本 38,742 －

インド 9,965 －

アジア 9,787 －

欧州 2,309 －

　報告セグメント計 60,804 －

その他 135 －

合計 60,939 －

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　又、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期会計期間における世界経済は、各国での景気刺激策の効果もあり、緩やかな回復が続きました。アジ

ア地域では、インド、中国を中心に内需が拡大し、回復基調で推移いたしました。欧米では、高い失業率や、金融シス

テムに対する不安が続き、停滞が懸念される状況となりました。わが国においては、輸出の緩やかな増加や各種政策

効果などにより、持ち直しが続きましたが、円高や海外経済の下振れ懸念などにより、景気が下押しされるリスクが

出てまいりました。

　当社グループの連結業績につきましては、インド、アジアを中心とした需要回復により、売上が伸長いたしました。

また、引き続きトータルコスト低減に向けた取組みなどにより、収益向上に努めました。

　これらの結果、当社グループの当第２四半期会計期間における売上高は609億39百万円（前年同期比12.1％増）、

営業利益は62億90百万円（前年同期比15.1％増）、経常利益は70億19百万円（前年同期比23.6％増）、四半期純利

益は40億35百万円（前年同期比35.5％増）となりました。

　

　セグメントの状況は以下のとおりであります。

　

《日本》

　自動車分野では、新規技術の開発に注力し、環境・生産性・機能性において競争力のある製品の市場投入による拡

販に努めるなか、市場環境の好転もあり売上が伸長いたしました。補修用塗料では、環境配慮型主力製品のライン

アップを充実させ、下地製品や調色システムとともに拡販に努めました結果、売上が伸長いたしました。工業分野で

は、建設機械の好調な輸出に支えられた需要の回復もあり、売上が伸長いたしました。建築分野では、住宅着工件数

や民間設備投資が低調に推移するなか、官民の塗替工事を中心に受注活動を展開し、売上の確保に努めました。船舶

分野では、世界同時不況の影響によるコンテナ船や自動車運搬船の係船の解除に伴い、再就航前の塗替需要が発生

したものの、売上は前年には及びませんでした。鉄構分野では、橋梁市場での新設物件・塗替物件向けに高付加価値

製品の拡販に努めました。

　これらの結果、当セグメントの売上高は387億42百万円となりました。

　

《インド》

　自動車分野では、現地及び日系メーカーの新工場が本格稼働を開始したこと等により、売上は伸長いたしました。

また、内需を中心とした景気拡大に伴う需要が拡大したことにより、建築分野の売上が伸長いたしました。

　これらの結果、当セグメントの売上高は99億65百万円となりました。

　

《アジア》

　中国、タイをはじめとする東南アジアで、自動車分野では生産台数が増加したこと等により、工業分野では建設機

械を中心とした需要回復により、それぞれ売上が伸長いたしました。

　これらの結果、当セグメントの売上高は97億87百万円となりました。

　

《欧州》

　工業分野において顧客の生産が順調に推移したことにより、トルコでの業績が伸長いたしましたが、円高の影響に

より売上は下回りました。

　当セグメントの売上高は23億9百万円となりました。

　

《その他》

　北米における日系自動車メーカーでの生産回復はありましたが、円高の影響を受けることとなり、当セグメントの

売上高は1億35百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は330億54百万円と第１四半期連結会計期間末に比べ

23億39百万円の減少となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益70億16百

万円、減価償却費16億80百万円などの収入に対し、売上債権の増加25億8百万円などの支出により、前年同期比24億

19百万円減少の61億73百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得13億44百万円、投

資有価証券の取得131億7百万円などの支出に対し、投資有価証券の売却62億61百万円などの収入により、前年同期

比74億21百万円減少の△75億22百万円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済7億41百万円、少数

株主への配当金の支払額5億91百万円などの支出に対し、短期借入による収入7億51百万円などの収入により、前年

同期比67百万円減少の△5億82百万円となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次の

とおりであります。

　Ⅰ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容

　　当社グループは、「顧客に満足される製品及びサービスを提供することによって社会に貢献する」ことを経営の基

本理念としております。即ち、当社グループのコアビジネスである塗料事業を通じて、顧客の満足を得ることが当社

グループの存立基盤であり、その実現によって「利益」がもたらされることによる企業価値の向上が、株主をはじ

めとする取引先、従業員、地域社会等、当社グループのステークホルダーに貢献し得るものと考えております。

　従って、当社では、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、この基本理念を理解したうえで様々なス

テークホルダーとの信頼関係を維持し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を、継続的に確保・向上させてい

く者でなければならないと考えております。

　逆に、上記基本理念を理解せず、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であると考えております。

　Ⅱ 基本方針の実現に資する取組み 

  当社グループは上記基本理念のもと、創業以来、一貫して塗料についての製品開発を行い事業を営んでまいりま

した。その結果、当社グループは、自動車をはじめとする各種工業製品、建築、建造物、船舶等幅広い分野のお客様と

の良好な関係を構築するに至っており、このようなお客様との関係は、当社グループにとって最も重要な財産の一

つであります。 

　基本理念の実現に向け当期は、以下の重点方針を掲げて事業活動を展開しております。 

　①　国内事業の収益性強化

　コスト競争力と付加価値で市場優位性を持つ商品を市場展開することで、顧客との信頼関係を高め、シェアの拡

大、収益性の強化を図る。

　②　海外事業の拡大

　成長が期待されるアジア並びに新興国を中心に、海外事業をさらに加速させ、業績への貢献度を高める。

　③　強固な経営基盤の確立

　顧客・市場からの信頼をより確かなものとするため、ガバナンスの強化、グループ経営の連携強化及び社会的責

任活動の推進を通じ、経営基盤の強化を図る。

　又、今後とも、グループ各社の経営資源を最大限に活用し、収益を重視した事業展開を進めるとともに、業務改革を

強力に推進し、経営基盤の拡大強化に努め、継続的な企業価値向上と株主共同の利益の維持、拡大に努めてまいりま

す。
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Ⅲ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

　　取組み　　　　　　　　

　当社は、平成19年６月28日開催の第143回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただき、特定株主グルー

プの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株式の買付行為、又は特定株主グループの議決権割合が結

果として20％以上となる当社株式の買付行為に関する対応方針として、「当社株式の大規模買付行為に関する対応

方針」いわゆる買収防衛策を導入し、平成21年６月26日開催の第145回定時株主総会において、株主の皆様のご承認

をいただき、これを継続しております。

  本対応方針は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、①大規模買付者

に対して、事前に必要かつ十分な情報の提供を求め、②株主の皆様が適切に判断するために必要な情報や時間、ある

いは当社取締役会による代替案の提示を受ける機会を確保したうえで、③大規模買付行為がなされた場合の対応方

針として、当社取締役会から独立した独立委員会の勧告を最大限尊重するかたちで、大規模買付者が大規模買付

ルールを遵守しないなど、当該買付行為が当社企業価値及び株主共同の利益を著しく損なう場合には、対抗措置と

して新株予約権の無償割当てを行うことを内容としています。

　なお、本対応方針の詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.kansai.co.

jp/finance/index.html）に掲載の「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の継続につい

て」をご参照ください。

Ⅳ 上記取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　Ⅱの取組みは、まさに当社の基本方針を具体化したものであり、当社役員の地位の維持を目的とするものではな

く、当社の株主共同の利益に資するものであります。

　又、Ⅲの取組みは、

　①株主の皆様が適切に判断するために必要な情報や時間、代替案の提示を受ける機会を確保すること等を可能と　

することによって、当社企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入され

ていること。 

　②株主総会での導入・廃止、２年間という有効期間の設定など、その導入・消長の場面において、株主の皆様のご

意向が反映される仕組みとなっていること。 

　③独立委員会は３名以上の社外有識者により構成され、独立した第三者の助言を受けることができるとされてい

ること、当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かを決定するにあたって、独立委員会の勧告を最大限尊重す

るものとされていることなど、独立性の高い独立委員会により、当社取締役会が恣意的に対抗措置の発動を行

うことのないよう厳しく監視することによって、当社企業価値及び株主共同の利益に資する範囲で本対応方針

の運用が行われる仕組みが確保されていること。

　④大規模買付行為に対する対抗措置は、あらかじめ定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ

発動されないように設計されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されて

いること。

　⑤買収と無関係の株主に不測の損害を与えるものではないこと。 

　⑥取締役の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策ではないこと。 

などから、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則及び必要性・相当性

確保の原則を充足しており、高度の合理性を有しております。よって、当社役員の地位の維持を目的とするものでは

なく、当社の基本方針に沿い、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであります。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の総額は、14億92百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。又、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 793,496,000

計 793,496,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 272,623,270 272,623,270

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数1,000株

計 272,623,270 272,623,270 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 272,623,270 － 25,658 － 27,154
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合
（％）

ステートストリートバンクアンドト

ラストカンパニー

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON, MASSACHUSETTS 02101 U.S.

A.

（東京都中央区月島４丁目16番13号）

13,696 5.02

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 12,744 4.67

第一生命保険株式会社

（常任代理人　資産管理サービス信託

銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号

（東京都中央区晴海１丁目８番12号

晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタワー

Ｚ棟）

12,485 4.57

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 10,745 3.94

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 8,355 3.06

関西ペイント交友持株会 大阪市中央区今橋２丁目６番14号 8,213 3.01

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 7,903 2.89

大同生命保険株式会社

（常任代理人　日本トラスティ・サー

ビス信託銀行株式会社）

大阪市西区江戸堀１丁目２番１号

（東京都中央区晴海１丁目８番11号）
7,607 2.79

ゴールドマン・サックス・アンド・

カンパニーレギュラーアカウント

（常任代理人　ゴールドマン・サック

ス証券株式会社）

200 WEST STREET NEW YORK, NY, U.S.A

（東京都港区六本木６丁目10番１号

六本木ヒルズ森タワー）

7,461 2.73

全国共済農業協同組合連合会

（常任代理人　日本マスタートラスト

信託銀行株式会社）

東京都千代田区平河町２丁目７番９号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
7,425 2.72

計 － 96,636 35.44

　（注）１． 所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しております。

２． 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 10,745千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 7,903千株

３． コロンビア・ワンガー・アセット・マネジメント・エルエルシー及びその共同保有者であるコロンビア・マネジメント・インベス

トメント・アドバイザーズ・エルエルシーから、平成22年５月13日付で提出された株券等の大量保有に関する変更報告書により同

年５月３日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、各社の平成22年９月30日現在の実

質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には記載しておりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合
（％）

コロンビア・ワンガー・アセット・

マネジメント・エルエルシー

アメリカ合衆国イリノイ州シカゴ市ウェスト・モン

ロー・ストリート227スイート3000
13,321 4.89

コロンビア・マネジメント・インベ

ストメント・アドバイザーズ・エル

エルシー

アメリカ合衆国マサチューセッツ州ボストン市フェデ

ラルストリート100
1,346 0.49

計 － 14,667 5.38
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４． 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行並びにその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及び三菱ＵＦＪ投信株式会社から、平成22

年６月７日付けで提出された株券等の大量保有に関する変更報告書により同年５月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有し

ている旨の報告を受けておりますが、当社としては、各社の平成22年９月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、上記

大株主の状況には記載しておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 11,484 4.21

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 5,221 1.92

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 1,168 0.43

計 － 17,874 6.56

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ 単元株式数1,000株

普通株式 6,193,000

（相互保有株式）
－ 同上

普通株式 1,740,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 263,035,000 263,035 同上

単元未満株式 普通株式 1,655,270 － －

発行済株式総数 272,623,270 － 単元株式数1,000株

総株主の議決権 － 263,035 －

　

②【自己株式等】
 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      
関西ペイント株式会社 兵庫県尼崎市神崎町33番１号 6,193,000 － 6,193,000 2.27

（相互保有株式）      
株式会社扇商會 大阪市北区西天満３丁目13番７号 1,170,000 － 1,170,000 0.42
株式会社エル・ミズホ 大阪市北区西天満６丁目１番12号 364,000 － 364,000 0.13
株式会社アビィング 岡山市北区上中野１丁目16番２号 120,000 － 120,000 0.04
株式会社フレックス 大阪市淀川区加島１丁目37番56号 30,000 － 30,000 0.01
中央ペイント株式会社 大阪市淀川区三津屋中２丁目１番25号 30,000 － 30,000 0.01
株式会社クロスライン 東京都大田区京浜島３丁目２番10号 26,000 － 26,000 0.00

計 － 7,933,000 － 7,933,000 2.91
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】
月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 774 766 809 791 774 741

最低（円） 709 664 711 712 669 685

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

　

EDINET提出書類

関西ペイント株式会社(E00893)

四半期報告書

12/31



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、又、当第２四半期連結会計期間（平成22年

７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任あずさ監査法人となっ

ております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 34,278 41,183

受取手形及び売掛金 73,235 70,162

商品及び製品 13,771 13,757

仕掛品 2,934 3,064

原材料及び貯蔵品 7,763 6,815

その他 6,703 6,102

貸倒引当金 △873 △1,071

流動資産合計 137,812 140,013

固定資産

有形固定資産 ※1
 57,606

※1
 58,427

無形固定資産 2,448 2,379

投資その他の資産

投資有価証券 57,448 56,254

その他 12,834 13,736

貸倒引当金 △419 △438

投資その他の資産合計 69,863 69,552

固定資産合計 129,918 130,359

資産合計 267,731 270,373
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 49,765 50,041

短期借入金 1,280 1,321

1年内返済予定の長期借入金 515 590

未払法人税等 3,480 4,605

賞与引当金 3,289 3,426

その他 10,086 10,449

流動負債合計 68,418 70,435

固定負債

長期借入金 557 811

退職給付引当金 6,130 6,089

その他 9,654 12,000

固定負債合計 16,342 18,901

負債合計 84,760 89,337

純資産の部

株主資本

資本金 25,658 25,658

資本剰余金 27,154 27,154

利益剰余金 113,992 108,004

自己株式 △5,710 △5,704

株主資本合計 161,095 155,113

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10,136 13,091

為替換算調整勘定 △8,308 △6,975

評価・換算差額等合計 1,828 6,116

少数株主持分 20,046 19,805

純資産合計 182,970 181,036

負債純資産合計 267,731 270,373
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 103,781 120,424

売上原価 72,912 84,974

売上総利益 30,868 35,449

販売費及び一般管理費 ※1
 22,815

※1
 23,639

営業利益 8,052 11,809

営業外収益

受取利息 167 93

受取配当金 531 545

持分法による投資利益 13 1,113

雑収入 598 590

営業外収益合計 1,311 2,343

営業外費用

支払利息 50 76

たな卸資産廃棄損 126 121

支払補償費 128 －

為替差損 － 148

雑支出 165 209

営業外費用合計 470 556

経常利益 8,893 13,596

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 177

固定資産売却益 75 9

投資有価証券売却益 9 －

特別利益合計 85 186

特別損失

固定資産除却損 55 135

固定資産圧縮損 61 －

投資有価証券評価損 － 35

特別損失合計 117 171

税金等調整前四半期純利益 8,861 13,612

法人税等 3,138 4,401

少数株主損益調整前四半期純利益 － 9,210

少数株主利益 1,419 1,890

四半期純利益 4,302 7,320
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 54,346 60,939

売上原価 37,419 42,835

売上総利益 16,926 18,103

販売費及び一般管理費 ※1
 11,460

※1
 11,813

営業利益 5,466 6,290

営業外収益

受取利息 111 48

受取配当金 111 144

持分法による投資利益 75 649

雑収入 237 265

営業外収益合計 536 1,107

営業外費用

支払利息 28 39

たな卸資産廃棄損 81 79

支払補償費 65 －

為替差損 100 175

雑支出 49 83

営業外費用合計 325 378

経常利益 5,677 7,019

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 82

固定資産売却益 2 2

特別利益合計 2 85

特別損失

固定資産除却損 27 85

固定資産圧縮損 61 －

投資有価証券評価損 － 2

特別損失合計 89 88

税金等調整前四半期純利益 5,589 7,016

法人税等 1,743 2,084

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,932

少数株主利益 867 896

四半期純利益 2,978 4,035
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 8,861 13,612

減価償却費 3,355 3,411

のれん償却額 16 40

退職給付引当金の増減額（△は減少） △377 △5

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17 △180

受取利息及び受取配当金 △699 △638

支払利息 50 76

持分法による投資損益（△は益） △13 △1,113

投資有価証券評価損益（△は益） － 35

固定資産除売却損益（△は益） 41 126

売上債権の増減額（△は増加） △3,559 △3,166

たな卸資産の増減額（△は増加） △671 △1,313

仕入債務の増減額（△は減少） 198 △382

その他 1,382 △717

小計 8,601 9,784

利息及び配当金の受取額 800 666

利息の支払額 △50 △76

法人税等の支払額 △1,500 △5,440

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,851 4,933

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △9,587 △14,001

有価証券の売却による収入 9,587 14,001

有形固定資産の取得による支出 △2,875 △2,717

有形固定資産の売却による収入 98 45

無形固定資産の取得による支出 △54 △214

投資有価証券の取得による支出 △10,165 △26,101

投資有価証券の売却による収入 10,509 20,105

子会社株式の取得による支出 △70 △2

貸付けによる支出 △751 △1,036

貸付金の回収による収入 739 522

その他 392 △559

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,178 △9,957
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 862 1,516

短期借入金の返済による支出 △593 △1,526

長期借入れによる収入 200 －

長期借入金の返済による支出 △664 △326

自己株式の取得による支出 △17 △8

自己株式の売却による収入 0 1

配当金の支払額 △1,065 △1,332

少数株主への配当金の支払額 △801 △1,015

少数株主からの払込みによる収入 － 150

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,079 △2,540

現金及び現金同等物に係る換算差額 412 △197

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,006 △7,762

現金及び現金同等物の期首残高 31,422 40,548

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 269

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 65 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 35,494

※1
 33,054
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1）連結子会社の変更

前連結会計年度まで持分法適用の非連結子会社でありました関西塗料（瀋陽）有

限公司は、重要性が増したため第１四半期連結会計期間より連結子会社といたし

ました。　

(2）変更後の連結子会社の数　　　　　37社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

(1）持分法適用の非連結子会社又は関連会社の変更

前連結会計年度まで持分法適用の関連会社でありました梅居産業株式会社は、第１

四半期連結会計期間中に株式を追加取得し、持分法適用の非連結子会社といたしま

した。

又、当第２四半期連結会計期間中にFREEWORLD COATINGS LTD.の株式を新規取得し、

持分法適用の関連会社としております。　

　 (2）変更後の持分法適用の非連結子会社又は関連会社の数　　　　　46社

３．会計処理基準に関する事

項の変更

(1）資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これによる、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益に与える影響は軽微であります。

(2）企業結合に関する会計基準等の適用　

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第

21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企

業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）

を適用しております。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

 （四半期連結損益計算書関係）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に

より、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

２．前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「支払補償費」（当第２四半期連結累計期間　67

百万円）は、営業外費用の百分の二十以下であるため当第２四半期連結累計期間においては「雑支出」に含めて

表示しております。

３．前第２四半期連結累計期間において営業外費用「雑支出」に含めて表示しておりました「為替差損」（前第２

半期連結累計期間46百万円）は、営業外費用の百分の二十を超えたため当第２四半期連結累計期間より区分掲記

しております。　
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当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

 （四半期連結損益計算書関係）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に

より、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

２．前第２四半期連結会計期間において区分掲記しておりました「支払補償費」（当第２四半期連結会計期間27百

万円）は、営業外費用の百分の二十以下であるため当第２四半期連結会計期間においては「雑支出」に含めて表

示しております。　
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は129,737百万円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は128,073百万円で

あります。

────── 　２．受取手形裏書譲渡高 116百万円

──────

　３．保証債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対

して次のとおり保証を行っております。

NIPA CHEMICALS LTD.

(KANSAI NEROLAC PAINTS LTD.の関連会社）

2百万円

（RS1,223,940) 

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

給料賃金 5,492百万円

賞与引当金繰入額 1,497百万円

退職給付費用 928百万円

給料賃金 5,468百万円

賞与引当金繰入額 1,568百万円

退職給付費用 811百万円

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

給料賃金 2,715百万円

賞与引当金繰入額 729百万円

退職給付費用 449百万円

給料賃金 2,725百万円

賞与引当金繰入額 722百万円

退職給付費用 369百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 36,489百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預

金
△995百万円

現金及び現金同等物 35,494百万円

　

現金及び預金勘定 34,278百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預

金
△1,223百万円

現金及び現金同等物 33,054百万円

　

 

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　272,623千株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　7,117千株　

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,332 5.00

平成22年

３月31日

平成22年

６月30日
利益剰余金

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

　　　

　　間末後となるもの　　　　　

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月10日

取締役会
普通株式 1,332 5.00

平成22年

９月30日

平成22年

12月3日
利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　事業の種類として「塗料事業」及び「その他事業」に区分しておりますが、全セグメントの売上高及び営業

利益の合計額に占める「塗料事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 日本 アジア アメリカ 欧州 計
消去又は
全社

連結

売上高（百万円）        

(1）外部顧客に対する売

上高
35,80215,951 137 2,45554,346 － 54,346

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,004 76 － 7 3,087△3,087 －

計 38,80716,027 137 2,46257,434△3,08754,346

営業利益（百万円） 2,814 2,352 9 290 5,466 0 5,466

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 日本 アジア アメリカ 欧州 計
消去又は
全社

連結

売上高（百万円）        

(1）外部顧客に対する売

上高
69,00830,686 259 3,827103,781 － 103,781

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,369 126 － 16 5,512△5,512 －

計 74,37730,813 259 3,843109,293△5,512103,781

営業利益（百万円） 3,813 3,790 14 445 8,063 △10 8,052

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

アジア……インド、タイ、中国、台湾等　　アメリカ……米国　　欧州……トルコ、英国
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア アメリカ 欧州 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 17,595 620 2,752 20,967

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 54,346

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 32.4 1.1 5.1 38.6

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア アメリカ 欧州 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 33,943 1,108 4,295 39,347

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 103,781

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 32.7 1.1 4.1 37.9

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

アジア……インド、タイ、中国、台湾等　　アメリカ……米国等　　欧州……トルコ、英国等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、主に塗料の製造・販売を行っており、国内においては主として当社が、海外においては現地法人が

それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、各地域の包括的な戦略を立案し、

事業活動を展開しております。

　従って、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別セグメントから構成されており、「日本」、「イン

ド」、「アジア」及び「欧州」の４つを報告セグメントとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

 
報告セグメント その他

(注１)
　　

合計
調整額
(注２)
　

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)　

日本 インド アジア 欧州 計

売上高（百万円）      　 　   

(1）外部顧客への売上高 75,10620,09520,4294,515120,146277120,424－ 120,424

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,535 8 115 11 6,670 － 6,670△6,670 －

計 81,64220,10320,5454,526126,817277127,095△6,670120,424

セグメント利益（百万円） 6,8262,8433,281 27813,22936613,595 0 13,596
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　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

 
報告セグメント その他

(注１)
　　

合計
調整額
(注２)
　

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)　

日本 インド アジア 欧州 計

売上高（百万円）      　 　   

(1）外部顧客への売上高 38,7429,9659,7872,30960,80413560,939 － 60,939

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

3,330 3 63 5 3,403 － 3,403△3,403 －

計 42,0729,9699,8502,31564,20813564,343△3,40360,939

セグメント利益（百万円） 3,7201,4141,483 136 6,755264 7,019 △0 7,019

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、米国・南アフリカ等の現地法

人の事業活動を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

４．日本、インド以外の各セグメントに属する主な国又は地域

アジア……タイ、中国、マレーシア等

欧州………トルコ、英国等

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

　

（金融商品関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 613.64円 １株当たり純資産額 607.24円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 16.20円 １株当たり四半期純利益金額 27.57円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。

　　　　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（百万円） 4,302 7,320

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 4,302 7,320

普通株式の期中平均株式数（千株） 265,545 265,508

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11.22円 １株当たり四半期純利益金額 15.20円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。

　　　　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（百万円） 2,978 4,035

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,978 4,035

普通株式の期中平均株式数（千株） 265,538 265,506

　

（重要な後発事象）

　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース

取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。
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２【その他】

　平成22年11月10日開催の取締役会において、定款の規定に基づき平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録された株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当金を支払う旨の決議を行いました。

中間配当金総額 １株当たり配当額
支払請求権の効力発生日
及び支払開始日

1,332百万円 5円00銭 平成22年12月３日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月10日

関西ペイント株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　 俊廣　 印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小寺　  庸　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 黒川 　智哉 　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている関西ペイント株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、関西ペイント株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（※）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出

会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月10日

関西ペイント株式会社

取締役会　御中

　 有限責任　あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　 俊廣　 印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新田　 東平　 印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒川 　智哉 　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている関西ペイント株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、関西ペイント株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（※）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出

会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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